








（平成29年 6月30日現在）

（単位:円）
場所・物量等 使用目的等 金額

  (流動資産)
  現金 手元保管 運転資金として 〔 1,769,418 〕

  預貯金 普通預金 運転資金として 〔 15,560,877 〕

      みずほ(法人）
　　　　(1315370）

      みずほ(施設）
　　　　(2023012）

      郵便貯金(物品）
　　　　(10190-406341）

      三井住友(物品）
　　　　（6788525）

      郵便振替(物品）
　　　　（00120-8-20331）

      三井住友(皇室）
　　　　（6763179）

      郵便振替(一般）
　　　　（00160-7-779464）

  未収金
『皇室』売上、事業品・書籍売上、施
設使用料等

〔 5,762,635 〕

  棚卸資産 季刊誌『皇室』、国旗、書籍等 〔 39,086,347 〕

  前払費用 警備料、建物管理費 〔 70,567 〕

  仮払金 保険料等 〔 42,630 〕

62,292,474
  (固定資産)
    基本財産 〔 50,000,000 〕

  定期預金 （ 50,000,000 ）

      みずほ(法人）(6502152) 47,000,000
      みずほ(法人）(6402824) 3,000,000
    特定資産 〔 146,694,841 〕

普通預金 （ 15,106,248 ）

      みずほ(退職）(2126164) 15,106,248
  （ 100,028,016 ）

定期預金 〈 50,000,000 〉

      三井住友(基金）
　　　　（00738644）
普通預金 〈 20,028,016 〉

      三井住友(基金）
　　　　（6783213）
定期預金 〈 30,000,000 〉

      大和ネクスト(基金）
　　　　（890942）

  （ 31,560,577 ）
定期預金 〈 30,000,000 〉

      みずほ(施設）(2126164) 30,000,000
普通預金 〈 1,560,577 〉

      みずほ(施設）(4364658) 1,560,577
    その他固定資産 〔 370,611,057 〕

  建物 東京都渋谷区千駄ヶ谷4-5-10
 鉄筋コンクリート造2階建
 675.12㎡

  建物付属設備 電気設備工事等9点 法人の基礎となる共用資産 10,156,869
  ＰＣＡ会計V12

ＷＥＢサイトショップ機能等2点
  キャビネット、カウンター

 等14点

  東京都渋谷区千駄ヶ谷4-5-10
 104.91㎡

  03-5775-1145～6、
03-3475-5805等4点

  保証金 綜合警備保障 法人の基礎となる共用資産 50,000
567,305,898
629,598,372

  (流動負債)

  未払金 事業品仕入費用、運賃、法人税等 〔 3,851,430 〕

  前受金
『皇室』購読料、セミナー参加費、家
賃、会議室使用料等

〔 1,823,672 〕

預り金 社会保険料等 〔 407,017 〕

仮受金 セミナー共催助成金 〔 150,000 〕

6,232,119
  (固定負債)

  退職給付引当金
職員に対する退職金支払いに備え
た引当金

〔 15,106,248 〕

   固定負債合計 15,106,248
21,338,367

608,260,005

法人の基礎となる共用資産

４．財産目録

基本財産として管理している

退職給付引当金の見合の引当資
産として管理している

建物の改修、改築に備えた積立資
産として管理している

国民精神昂揚事業
推進基金

退職給付引当資産

施設維持管理積立
金

   流動資産合計

貸借対照表科目

     資産合計

     負債合計
     正味財産

1,786,911

1,239,766

2,085,577

3,398,294

224,296

6,354,682

471,351

50,000,000

30,000,000

   流動負債合計

20,028,016

国民精神の昂揚に資する事業の活
動に充てるための資産として管理し
ている

165,696,610

ソフトウエア 法人の基礎となる共用資産 1,101,591

   固定資産合計

什器備品

電話加入権 法人の基礎となる共用資産

法人の基礎となる共用資産土地（敷地権）

法人の基礎となる共用資産 1,053,180

100,900

192,451,907



１　重要な会計方針
　(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　最終仕入原価法による原価法によっている。
　(２) 固定資産の減価償却の方法

　(３) 引当金の計上基準

　(４) リース取引の処理方法

　(５) 消費税の会計処理

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

50,000,000 0 0 50,000,000
50,000,000 50,000,000

13,741,632 1,364,616 0 15,106,248
31,170,568 390,009 0 31,560,577

100,017,289 10,010,727 10,000,000 100,028,016
144,929,489 11,765,352 10,000,000 146,694,841
194,929,489 11,765,352 10,000,000 196,694,841

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

（単位：円）

当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味
財産からの充

当額)

(うち負債に対応
する額)

50,000,000 (　　　　　　　　 0) (50,000,000) (　　　　　　　 0) 
50,000,000 (　　　　　　　　 0) (50,000,000) (　　　　　　　 0) 

15,106,248 (　　　　　　　　 0) (　　 　      0) (  15,106,248) 
31,560,577 (　　　　　　　　 0) (31,560,577) (　   　　　　 0) 

100,028,016 (　　　　　　　　 0) (100,028,016) (　   　　　　 0) 
146,694,841 (　　　　　　　　 0)  (131,588,593) (  15,106,248) 
196,694,841 (　　　　　　　　 0)  (181,588,593) (  15,106,248) 

４　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

          （単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高

201,307,058 35,610,448 165,696,610

1,606,733 505,142 1,101,591

15,220,927 5,064,058 10,156,869

4,106,874 3,053,694 1,053,180
222,241,592 44,233,342 178,008,250

    施設維持管理積立金

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　財務諸表に対する注記　

科目

　建物及びソフトウェア・・・・・定額法によっている。
　建物附属設備及び什器備品・・・・・定率法によっている。

いると認められる額を計上している。

　通常の賃貸借取引に係わる方法に準じた会計処理によっている。

　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生して

基本財産
　　定期預金

小計
特定資産
　　退職給付引当資産

　　国民精神昂揚事業推進基金

　　国民精神昂揚事業推進基金
小計
合計

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科目

基本財産
　　定期預金

小計
特定資産
　　退職給付引当資産
    施設維持管理積立金

小計

合計

合計

科目

建　　 物

建物附属設備
ソフトウエア

什器備品



５　担保に供している資産
該当事項なし。

６　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

             （単位：円）

金額

0
0

７　関連当事者との取引の内容
該当事項なし。

８　重要な後発事象
該当事項なし。

９　実施事業資産の当期末残高
          （単位：円）

当期末残高
27,251,190
22,756,076
2,449,031

181,477
15,043

52,652,817

１　基本財産及び特定資産の明細

２　引当金の明細
（単位：円）

目的使用 その他
退職給付引当金 13,741,632 1,364,616 0 0 15,106,248

経常収益への振替額
　　目的達成による指定解除額

合計

内容

合計

科目
土地

建　　 物
建物附属設備

工具器具備品
ソフトウエア

一般財団法人日本文化興隆財団

平成２８年度計算書類　附属明細書

財務諸表の注記に記載しているため、内容の記載を省略している。

科日 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

平成29年6月30日




